
◎　施策の基本情報

1　施策の目指す姿の実現に向けた主な取り組み実績

２　成果指標

３　成果指標の達成状況

達成度 達成状況に関する背景・要因

Ｂ

■成果指標の「光通信エリア普及率」・・・【達成度 b】
　H25年度までは目標に向けて順調に推移してきたが、ＮＴＴ東日本岩手支社（以下「通信事業者」）では、これまでの勢力
的な光回線通信網拡大の方針を転換し、今後は、自治体などからの要望があった地域において、一定の需要が見込めると
判断した場合に、光回線通信網を整備することとなった。
　通信事業社では、上記の理由により、新規整備に対しての社内意思決定に時間を要している状況である。
（参考）
総務省公表
　超高速ブロードバンド（光通信、ＣＡＴＶインターネットなど）の利用可能世帯数
　H26.3月末　　全国99.9％、岩手県99.0％
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市内で高速光通信が利用できる世帯の状況を示
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出展：ＮＴＴ東日本
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市内で高速光通信が利用できる世帯の状況

％

目標値

○光通信サービス接続可能世帯の拡大
　・光通信サービス利用意向アンケート
　　H27.1.14　東和町小山田地区255世帯
　　　　　　　　　 49.4％にあたる126世帯で利用の意向あり
　  H27.2.24　NTT東日本岩手支店長あてに市長名の要望書提出
　　(H27.6.26現在、ＮＴＴ東日本岩手支店内で、小山田地区の整備について稟議中）
  ・小山田地区が整備されると、普及率が3.2ポイントアップ予定

○公共施設公衆無線ＬＡＮ整備事業
  ・市内公共施設35ヶ所に公衆無線ＬＡＮのアクセスポイントを整備

成果指標名
成果指標設定の考え方

（なぜ、この指標で成果を測ることにしたの

か）

成果指標の測定企画

（どのように実績を把握するのか）
単位
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現状と課題

生活基盤の充実
政策の

目指す姿

・本市の光通信サービス接続可能世帯は、平成25年度末で95.5％となっており、市内全世帯ではサービスを受けられない
状況です。
・高度化するＩＣＴや情報端末の普及に対応した地域の情報基盤の整備が重要となっています。

関係課名 総務課
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４　施策を構成する事務事業一覧

５　施策を構成する事務事業の検証

６　施策の総合的な評価

（①市民ニーズや市の関与の必要性が低下した事業、②投入コストのわりに成果が低い事業、③施策への貢献度の低い事業はないか）

（施策の目標を達成するため、さらに成果の向上を図る事業はないか）
  光通信エリアが95.6％まで普及しているものの、約1,500世帯が光通信未普及となっている
　上記のうち、通信事業者が光ケーブル収容局を整備しながら、光回線網が未整備な約900世帯（小山田・中内地区）と、そもそも光ケーブ
ル収容局が整備されていない約800世帯（内川目・外川目・田瀬地区）について、取り組みを別個に検討する必要がある
　上記の小山田・中内地区については、秘書政策課及び東和総合支所と連携し、地区要望を取りまとめながら通信事業者に対して要望を
行い、整備促進を働きかける

（新たに取り組むべき事業はないか）
　光ケーブル収容局が整備されていない内川目・外川目・田瀬地区については、通信事業者は現状で新規整備を考えていない
　現在、高速通信の無線環境が徐々に普及していることから、その動きを把握する必要がある
　当該地区で光通信エリアを拡大するためには、要望にとどまらない行政支援、あるいは行政による整備の検討が必要

番
号
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（課題）
・元々、市内の光通信網未整備地区は、山間部に位置し、集落の点在によって世帯密度が低く、通信事業者がエリア拡大に消極的
・上記に加え、通信事業者においてエリア拡大からエリア内の利用率アップに軸足をシフトしたことにより、新規路線網の拡大はハードルが高
くなった
・光ケーブル収容局が整備されていない地区については、通信事業者だけでは事業化が見込めない
（今後の方向性）
・小山田・谷内地区については、これまでどおり、地区要望を取りまとめながら通信事業者に対して要望を続ける
・内川目・外川目・田瀬地区については、通信事業者に対して想定されるイニシャルコストを聞き取りのうえ、同様の環境を持つ他自治体の事
例研究を行う

担当課事務事業名

事業内容（実績）

情報収集の利便性向上と災害時における情報通信環境の確保を実現するため、35公共施設へ公衆無線ＬＡＮを整
備する。

公共施設公衆無線ＬＡＮ整備事業 総務課

Ａ Ｂ

施策への貢献度

直結度 成果
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